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研究成果の概要（和文）：本研究は、多国籍企業の研究開発活動における知識の流入と流出に対して、組織内外での人
的交流が及ぼす影響を検討するものである。海外直接投資や知識移転に関する先行研究の知見を踏まえて、海外研究開
発拠点が現地環境からの知識の流入を促進し、競合他社への知識の流出を抑制する要因について実証的に検証した。そ
の研究成果は、国際経営や多国籍企業論、そして知識移転に関する分野の学会にて報告され、論文としてまとめられた
。

研究成果の概要（英文）：This research studies the influence of various types of R&D collaborations in 
subsidiaries of multinational enterprises on knowledge inflows and knowledge outflows. Drawing on prior 
research on foreign direct investment and knowledge transfer, I explore how firms manage international 
R&D in knowledge clusters so that they can benefit from the local resources while reducing leakage of 
their own knowledge to competitors. This research has resulted in several papers and conference 
presentations in the fields of international business and knowledge management.

研究分野： 国際経営
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１．研究開始当初の背景 
本研究は、多国籍企業の研究開発活動にお

ける知識の流入と流出の影響要因を探求す
るものである。1990 年代から、多国籍企業
による研究開発活動の国際化は活発化して
おり、国際経営論における重要な研究対象と
して関心を集めている。そこでは、国内外に
おいて優れた研究成果を生み出す研究者が
集中する地域（知識クラスター）に研究開発
拠点を設立し、そこでの研究成果を企業内の
拠点間において移転していくことが、競争優
位の源泉になると論じられてきた。この問題
意識にもとづく先行研究は、知識クラスター
の重要性に加えて、研究開発拠点を地理的に
分散させている多国籍企業ほど、全社的な研
究開発成果を高めるうえで、企業内での知識
移転を促進する国際的な人的交流のネット
ワークを形成することが重要になることを
示してきた。 
しかし、これらの海外研究開発拠点の立地

や拠点間における知識移転に着目した先行
研究では、各拠点がどのように競合他社から
の知識の流入を促進すると同時に、競合他社
に対する知識の流出の回避に取り組んでい
るのか、という点は十分に考慮されてこなか
った。企業にとって、知識クラスターに研究
開発拠点を立地することは、現地の研究組織
からの知識の流入を促進するという機会を
もたらすだけでなく、現地の競合他社に対し
て自社の知識の流出を促進するという脅威
をもたらす。本研究はこれらの先行研究の知
見を踏まえて、特許間引用や発明者の共同発
明関係、そして国家間の制度的距離と海外子
会社のパネルデータを活用し、企業がどのよ
うに組織外部からの知識の流入を促進し、同
時に他社への知識の流出を抑制するのかと
いう疑問を背景に行ったものである。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、多国籍企業の海外研究開

発拠点による社内外での人的交流と、当該拠
点が立地する地域における企業間での知識
の流入と流出の関係性を明らかにすること
である。 
その特徴として、第 1 に、本研究は研究組

織間での知識のスピルオーバーの地理的な
広がりについて、人的交流のパターンや地理
的距離、そして知識の属性を考慮した分析を
行っている。企業が研究開発活動に取り組み、
組織内外での知識移転を効果的に行ってい
くには、企業を取り囲み、行動の背景となる
環境を把握しておくことが重要である。本研
究では、特許間引用や発明者間の共同発明関
係のデータとそれらの地理情報を用いた分
析を通じて、研究開発活動の立地の集中化と
知識のスピルオーバーの地理的な広がりに
ついて検証している。 
第 2 に、本研究は多国籍企業のさまざまな

活動の立地について、社内の拠点間での知識
移転の難度に影響を及ぼすホスト国と本国

の制度的距離だけではなく、ホスト国と既存
の海外子会社との制度的距離に注目して分
析を行っている。従来の多国籍企業による知
識移転の研究では、本国とホスト国の制度的
距離が、本国から海外子会社への知識移転の
阻害要因となることを示してきた。しかし、
製造や研究開発に取り組む海外子会社が事
業経験を積んで独自の強みとなる知識を生
み出す場合、それらの知識を子会社間で移転
していくことが多国籍企業の経営上の課題
となる。そうした課題に対して、本研究は既
存の海外子会社とホスト国の制度的距離に
注目し、海外子会社の立地選択について定量
的に分析している。 
 
３．研究の方法 
多国籍企業における知識移転や立地選択

に関する先行研究の包括的なサーベイを行
い、概念の整理を踏まえたうえで、定量的な
データを主に用いて実証研究を行った。 
先行研究のサーベイにおいて焦点を当て

た領域は、企業や大学の研究組織間における
知識の流入と流出を含む移転の促進要因と
海外拠点の立地選択要因に関する研究であ
る。それらの先行研究の動向を把握し、組織
内外での知識移転という視点から各概念の
整理を試みた。 
定量的分析に利用した主なデータソース

は以下のとおりである。研究開発拠点間での
知識移転や人的交流の測定、そしてサイエン
スリンケージは、米国特許商標庁に登録され
た特許と特許間引用、また特許以外の論文等
の参考文献に対する後方引用、そして特許発
明者の共同発明関係と、特許出願時点での所
属組織名を利用して行った。データソースは、
『Patent Network Dataverse』と『NBER 
Patent Data』である。発明者間の地理的距
離は、各国の市町村の緯度と経度を用いて測
定した。市町村の緯度と経度の情報は、『NGA 
Geonet Names Server』、『USGS Geographic 
Names Information System』から入手した。
発明者が属する大都市統計地域は、その住所
欄における州名、都市名、町名、郵便番号を
参照し、Thompson（2006）の住所と MSA
の整合表と、Missouri 大学の OSEDA による
『MABLE/Geocorr90』を用いて特定した。
各実用特許の出願者名の子会社・親会社関係
を含む名寄せ作業に関しては『NBER PDP 
Company Patent Matching』、『Directory of 
Multinationals』、および『海外進出企業総覧
（各年版）』を用いた。 
また、日本製造業企業の海外子会社の設立

年や業種、立地国、親会社名、出資比率とい
った情報は、『海外進出企業総覧』（各年版）
から入手した。国家間の制度的距離について
は、Hofstede による各国の文化的側面の指標
を用いて測定された文化的距離、
International Country Risk Guide による各
国の政治経済社会リスク指標を用いて測定
された行政的距離、首都間の地理的距離、そ



して 1 人当たり GDP の対数値の差で示され
る経済的距離を用いた。地域の分類について
は、国際連合による地理的な大分類と小分類、
Globe Projectによる文化的分類、La Porta et 
al.による行政的分類、Rugman and Verbeke
による経済的分類を用いた。 
 
４．研究成果 
(1)企業間での知識移転に関する先行研究の、
人的交流と知識移転、および知識の流入と研
究開発成果のそれぞれを示す変数間の相関
係数を整理した。研究ごとに、知識移転、す
なわち分析単位間での知識の移動を示すた
めに用いられる表現はしばしば異なってお
り、知識のフロー、知識の共有、知識の吸収、
知識の統合、そして知識のスピルオーバーな
ど、多岐にわたる。先行研究間で異なる表現
が用いられている場合、その変数測定の方法
に注目して、その内容が分析単位間での知識
の移動を示すものであれば、サーベイの対象
として含めた。各相関係数を先行研究ごとの
サンプル数で修正し、平均効果量や信頼区間
を確認したところ、企業間での人的交流と知
識移転、および知識移転と研究開発成果の間
には正の有意な関係がみられることが見出
された。また、これらの変数間の関係には潜
在的なモデレーター変数が影響することが
示唆された。これらの結果を踏まえ、先行研
究で利用されたデータの特徴と他変数を検
討し、暗黙性といった知識の属性の差異、分
析対象の本社の国籍の差異、特許間引用の 2
次データと独自のサーベイデータの差異の、
それぞれのモデレーターとしての潜在性に
ついて議論を行った。 
 
(2)研究組織間における知識のスピルオーバ
ーの影響要因について、地理的距離、制度的
距離、そして人的交流に加えて、知識のサイ
エンスリンケージに注目した分析を行った。
分析で用いた主なデータは、1985 年から
2004 年までの企業と大学、また政府機関と
病院によって出願された米国実用特許の特
許間引用と発明者間の共同発明関係、そして
特許以外の論文等の参考文献に対する後方
引用であるサイエンスリンケージのデータ
である。分析の結果、①スピルオーバーの源
泉となる知識がサイエンスリンケージを伴
う特許である場合、そうではない場合と比べ
て、地理的距離によるスピルオーバーの抑制
効果は緩和され、地理的に遠く離れた場所ま
で普及しやすくなる傾向が見出された。図 1
は、サイエンスリンケージによって知識のス
ピルオーバーの地理的な広がりが変化する
傾向を示している。また、②スピルオーバー
の源泉となる知識がサイエンスリンケージ
を伴う特許である場合、発明者間の人的交流
（研究組織間での発明者の移動、発明者間の
共同発明経験、共通の共同発明者の存在）に
よるスピルオーバーの促進効果は高まり、知
識が人脈を介して普及しやすくなるという

傾向が見出された。なお、サイエンスリンケ
ージを考慮しても、国家間での言語および宗
教の差異や、知的財産権保護制度の頑健性の
差などの制度的距離は、いずれもスピルオー
バーを抑制する要因となっていた。これらの
結果にもとづき、サイエンスリンケージが高
いバイオ技術や医薬品、半導体などの研究分
野において、なぜ知識を生み出す発明活動は
世界のいくつかの地域に集中する一方で、そ
の成果はより広く普及しやすいのかという
点について考察を行った。また、この分析結
果を踏まえて、海外研究開発拠点の立地選択
や、研究開発組織間での人的交流を通じて新
たな知識の流入を促進し、流出を抑制する方
策について議論を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
(3)多国籍企業における海外子会社間での距
離と知識移転に注目し、多様な活動を行う海
外子会社間の連携や調整という、本社機能の
一部を担う地域統括会社の立地選択の決定
要因について、1990 年から 2009 年までに設
立された日本製造業企業の海外子会社のパ
ネルデータを用いて分析を行った。どの国に
地域統括会社を立地するのかという問題に
対して、本国からの制度的な距離や既存の海
外子会社の集積、また法人税率といった先行
研究が注目してきた要因に加えて、世界各国
を複数の地域に分類した場合の、地域内にお
ける海外子会社との制度的距離の影響を検
証した。分析の結果、①地域統括会社は各地
域において、既存の海外子会社の集積や法人
税率といった要因を制御しても自社の海外
子会社との制度的な距離が近い国に設立さ
れるという傾向が見出された。さらに、②地
域の分類として、地理的距離にもとづく分類、
行政的距離に関する分類、文化的距離に注目
する分類、貿易投資協定にもとづく経済的な
側面に注目した分類のそれぞれを用いたが、
結果に大きな変化は見られなかった。これら
の結果から、当該国が属する地域における自
社の海外子会社との制度的な距離が近い国
ほど、子会社間での知識の共有が促進されや
すくなるため、立地国として選択されるとい



う可能性が示唆された。また、分析結果にも
とづき、知識移転と海外子会社の経営成果の
関係性や、海外直接投資の立地選択に関する
先行研究に対して、従来、本社から海外子会
社への知識移転を阻害すると指摘されてき
たホスト国の本国からの制度的距離だけで
はなく、既存の海外子会社からの制度的距離
を考慮することの重要性について議論を行
った。 
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